
夏季一時金の暫定勧告に対する抗議声明（案）
(1) 人事院は、本日、本年夏の一時金のうち0.2月分の支給を凍結することを求める勧告を行った。この背景には一部与党の議論があり、そのことが異例の民間一時金臨時調査となり、一部支給凍結となったものに他ならず、政治からの引下げ圧力に屈したものとして、極めて遺憾と言わざるを得ない。
　　なお、指定職の期末特別手当について、期末手当と勤勉手当に分けて成績に応じた支給に改めるための勧告が同時に行われたが、この勧告は第三者機関である人事院が政府の要請に応えて行ったものであり、指定職とはいえ代償機能を形骸化するものであり、問題である。
(2) 公務員の賃金については、第三者中立機関である人事院が、１万を超える事業所を訪問し、民間企業において実際に支払われた月例給与や一時金を実地で精確に調査し、公務員の給与との間に較差があればそれを埋める勧告を行うことによって、労働基本権制約の代償措置としての機能を果たしてきた。
　　本年の民間一時金水準は未曾有の不況の影響を受けて大きく低下しているが、この水準低下は、民間準拠の原則の下で本年夏の人事院勧告を経て適切に公務員給与に反映されるものである。
(3) しかし本日の勧告は、わずか340社の対前年増減比の調査結果に基づいて凍結勧告を行ったものである。これは、人事院勧告に求められてきた科学性や精確性を人事院自ら否定したことになり、これまでの人事院勧告制度に対する信頼性を大きく損なうものである。また、政治からの圧力に人事院が屈したということは、労働基本権制約の代償機関としての機能と役割を放棄したこととなる。
　　さらに、今回の勧告は、まだ決着していない中小・地場企業の一時金交渉に悪影響を与え、かつてない不況の中で苦闘している地域経済を一層冷えこませるものであり、政府が進める景気対策の考え方とも矛盾するものである。
(4) このような深刻かつ重大な問題を踏まえ、公務員連絡会は調査実施について、人事院に強く抗議した上で、調査結果の取扱いについて、公務員連絡会と十分交渉・協議を行い、合意に基づいて進めることを要求してきた。しかし、人事院は、われわれとの十分な交渉を行わないまま、夏季一時金支給基準日までの法改正を念頭に、本日、拙速に一部支給凍結勧告を行ったものである。
　　公務員連絡会は、人事院がこれまでのルールをねじ曲げて勧告を強行したことに、改めて強く抗議するものである。そして、勧告を受けた政府に対し、その取扱い方針の決定に当たっては、われわれと十分交渉・協議し、勧告を実施しない方向で慎重に検討することを強く求めるものである。
  　また、今回の暫定勧告で、労働基本権制約の代償機能としての人事院勧告制度の限界がますます明らかになったことを踏まえ、労働基本権の確立と団体交渉による決定制度の実現に向けて全力で取組みを進める決意である。
　　　２００９年５月１日
公務員労働組合連絡会

